
（平成２２年５月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口厚生年金 事案 759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店における資格取

得日に係る記録を平成 11 年３月 29 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

59万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年３月 29日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 46 年７月に入社してから現在までの期間においてＡ株式会社

に継続して勤務しているが、平成 11 年３月に同社Ｃ支店から同社Ｂ支店へ

異動となった時の厚生年金保険の被保険者記録が一部欠落している。 

申立期間当時の給与明細書によると、給与から申立期間に係る厚生年金

保険料が控除されていることが確認できるので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  雇用保険の被保険者記録、Ａ株式会社が保管する人事台帳及び申立人が所

持する平成 11 年３月分及び同年４月分に係る給与明細書から判断すると、申

立人が同社に継続して勤務し（平成 11 年３月 29 日にＡ株式会社Ｃ支店から

同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の所持する平成 11 年４

月分の給与明細書に記載された同年３月分の厚生年金保険料の控除額から、

59万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は「社会保険事務所（当時）に提出した厚生年金保

険被保険者資格取得届の控えは保存されていないが、健康保険組合に提出し



た健康保険被保険者資格取得届の控えによると、申立人が当社Ｂ支店におい

て平成 11 年３月 29 日に健康保険被保険者の資格を取得した旨の届出を行っ

たことが確認できることから、厚生年金保険に係る届出も同様に行ったもの

と思われる。」と回答しているものの、当時の関係資料は無く不明であり、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 760（事案 25の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 33 年６月１日から 35 月１日１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記録を 33

年６月１日、資格喪失日に係る記録を 35 月１日１日とし、当該期間に係る標

準報酬月額を 9,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月１日から 35年１月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間の厚生年金保険の被保険者記録を社会保

険事務所（当時）へ照会したところ、申立期間について厚生年金保険の被

保険者記録が確認できない旨の回答を得た。同社では正社員として勤務し、

Ｂの運転等の業務に従事していた。 

今回、当時の同僚の連絡先が判明したので、再度調査し、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、株式会社Ａにおける、申立期間当時の業務内容及び同僚の氏

名を記憶しており、元監査役が申立人は申立期間当時同社に勤務していた

と供述していることから、同社に勤務していたことは推認できるが、同僚

等の所在が不明であり、当時の厚生年金保険料の控除の状況等の確認がで

きなかった上、申立人の給与から事業主により厚生年金保険料が控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の関係資料及び供述が得られないこ

とから、平成 20 年４月 16 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えな

いとする通知が行われている。 

２ 今回、所在が判明した複数の同僚は、申立人が申立期間において株式会

社Ａで勤務していたことを供述していることから判断すると、申立人は申



立期間において同社に勤務していたことが認められる。 

また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立

人と同じ業務に従事していたとする同僚のほぼ全員に厚生年金保険の被保

険者記録が確認できるところ、当該同僚から「業務内容及び職種等にかか

わらず、当時従業員全員が厚生年金保険に加入していた。」との供述が得

られた。 

さらに、複数の同僚が供述した当時の従業員数と株式会社Ａに係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿における当時の厚生年金保険の被保険者数

はおおむね一致していることが確認できることから判断すると、申立事業

所は、当時、ほぼすべての従業員について厚生年金保険に加入させていた

事情がうかがえる。 

加えて、複数の同僚は株式会社Ａには試用期間があったと供述している

ところ、当該同僚らについて、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿から確認できる厚生年金保険被保険者資格の取得日とそれぞれ

が供述する入社時期が一致していないことが認められ、申立人が同じ業務

に従事したとして名前を挙げた同僚が、昭和 31 年１月に入社したとする

ものの、当該被保険者名簿において、厚生年金保険被保険者の資格を同年

９月 10日に取得していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 33 年

６月１日から 35 年１月１日までの期間において、厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人と同じ業務に従

事したとする同僚の昭和 32 年 10 月から 35 年 12 月までの期間における株

式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から判断すると、

9,000円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿から申立人の氏名及び健康保険番号に欠番が見当たらないことか

ら、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考え難い上、申

立人に係る被保険者資格の取得届及び喪失届のいずれの機会においても社

会保険事務所が申立人に係る届出を記録しないとは考え難いことから、事

業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年６月１日から 35 年

１月１日までの期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主はこれらの期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

  ３ 一方、申立期間のうち、昭和 32 年 10 月１日から 33 年５月 31 日までの

期間について、同僚の供述などから判断すると、申立人は当該期間におい



て申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、複数の同僚が申立事業所において試用期間があったこと

を供述している。 

    また、事業主は当該期間当時の関連資料を保管しておらず、申立人の厚

生年金保険の加入に係る届出及び厚生年金保険料の控除等について供述を

得ることができず、申立人は給与から厚生年金保険料が控除されていたこ

とを示す給与明細書等を所持していない。 

    このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 761（事案 309の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける申立期間①

の資格取得日に係る記録を昭和 57 年２月２日、資格喪失日に係る記録を 58

年７月 25 日とし、申立期間②の資格取得日に係る記録を 60 年７月 22 日、

資格喪失日に係る記録を 62 年３月１日とし、標準報酬月額を 57 年２月から

58 年６月までの期間は 20 万円、60 年７月から 62 年２月までの期間は 22 万

円とすることが必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る両申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年２月２日から 58年７月 25日まで 

             ② 昭和 60年７月 22日から 62年３月１日まで 

私は、社会保険事務所（当時）に株式会社Ａでの厚生年金保険の被保険

者記録について照会したところ、両申立期間に係る厚生年金保険の被保険

者記録が無いとの回答であった。 

両申立期間当時、溶接工として勤務し給与から厚生年金保険料等が控除

されていた記憶がある。 

私が両申立期間において当該事業所に勤務していたことは間違いないの

で、両申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   両申立期間に係る申立てについては、雇用保険の被保険者記録及び複数の

上司の供述から、両申立期間において、申立人が株式会社Ａに勤務していた

ことは確認できる。 

   しかし、両申立期間当時、株式会社Ａが加入していた厚生年金基金及び健

康保険組合において、申立人に係る加入員記録及び健康保険の被保険者記録

が確認できず、また、オンライン記録によると同社は平成 14 年 1 月１日に厚



生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主及び事務担

当者は既に亡くなっていることから供述が得られず、さらに、同僚及び上司

の供述から、すべての従業員が厚生年金保険に加入していたことがうかがえ

ないことなどから、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたとは認められないとして、当委員会の決定に基づき平成 21 年３月４

日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

   加えて、その後の再申立てについても、申立人が供述する給与手取月額と

当委員会が当時の申立人の給与総月額に基づいて試算した給与手取月額との

間に差が見受けられたことから判断すると、厚生年金保険料は給与から控除

されていなかったことがうかがえるとして、当委員会の決定に基づき平成 21

年 10 月 29 日付けで年金記録の訂正は必要とまでは言えないとする通知が行

われている。 

   しかしながら、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及び

オンライン記録から、昭和 44 年４月から平成 13 年 12 月までの期間におい

て厚生年金保険の被保険者記録が確認できる株式会社Ａの現社長及び 40 年

３月から 13 年 12 月までの期間において厚生年金保険の被保険者記録が確認

できる元上司は、「株式会社Ａでは、両申立期間当時、一般従業員は全員厚

生年金保険に加入させていた。申立人が厚生年金保険への加入を拒否したと

いう記憶は無く、申立人は厚生年金保険に加入していたはずだ。」と供述し、

株式会社Ａの現社長は、「両申立期間当時、当社の繁忙期において、一般の

雇用形態とは異なる従業員がおり、その者については厚生年金保険に加入さ

せていなかった。しかし、申立人は職業安定所を通じて採用した一般従業員

であり、申立人の給与から厚生年金保険料を控除していたはずだ。」と供述

している。 

また、申立人が氏名を記憶していた複数の同僚は、全員が雇用保険の被保

険者記録と厚生年金保険の被保険者記録が一致していることから判断すると、

申立人についても雇用保険の被保険者期間は厚生年金保険に加入していたこ

とがうかがえる。 

   さらに、申立人は、当初、当時の手取額は 24 万円ぐらいであったと供述

していたが、今回記憶違いであったとして、当時の手取額は 17 万円程度で

あったと供述しているところ、株式会社Ａの現社長は、「申立人の給与総月

額は、残業代等を含め、多くても 20 万円から 22 万円程度の金額だったと思

う。」と供述している。 

   加えて、株式会社Ａの現社長は、「両申立期間当時に株式会社Ａに在籍し

ていた従業員は常時 14 人程度で、社会保険の適用除外となる短時間労働者

は雇用しておらず、従業員全員が厚生年金保険に加入していたはずだ。」と

供述しているところ、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

及びオンライン記録から、両申立期間において 13 人から 17 人の厚生年金保



険の被保険者数が確認できることから判断すると、両申立期間当時、申立事

業所では、従業員のほぼ全員について厚生年金保険に加入させていた事情が

うかがえる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、両申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、両申立期間の標準報酬月額については、株式会社Ａにおける申立人

と勤務形態が同じで年齢及び経験年数が近い同僚の標準報酬月額から判断す

ると、昭和 57 年２月から 58 年６月までの期間は 20 万円、60 年７月から 62

年２月までの期間は 22万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、オンライン記録によると、株式会社Ａは、平成 14 年１月１日に適用

事業所に該当しなくなっており、申立期間当時の同社の代表取締役及び事務

担当者は既に亡くなっていることから確認することはできないが、仮に、事

業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後

被保険者資格の喪失届（被保険者報酬月額算定基礎届を含む）を提出する機

会があったことになるが、いずれの機会においても社会保険事務所が、当該

届出を記録していない。これは、通常の事務処理では考え難いことから、事

業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 57 年２月から 58 年６月ま

での期間及び 60 年７月から 62 年２月までの期間に係る厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主はこれらの期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

   

 



                      

  

山口国民年金 事案 568 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年３月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月から 42 年３月まで 

 Ａ県Ｂ市で飲食店を経営していたとき、昭和 40 年の結婚（同年３月

に同居し、同年５月に婚姻届を提出。）を機に、妻が夫婦の国民年金の

加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料は、妻が毎月納付組織に

支払うか、あるいは同市Ｃ分室に持参して納付していた。 

 国民年金保険料の納付済期間が、昭和 42 年４月以降となっており、

申立期間が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、

昭和 48 年 12 月に妻と連番で払い出され、国民年金制度発足当初の 36 年

４月１日までさかのぼって資格取得していることが確認できる。 

また、国民年金被保険者台帳から、申立人及びその妻の昭和 42 年４月

から 46 年３月までの国民年金保険料は、49 年に特例納付制度により一括

納付され、46 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料は、過年度納付

されていることが確認できる。 

しかしながら、同台帳によると、申立期間を含む昭和 36 年４月から 42

年３月までは未納となっていることが確認できる上、申立人に対し国民年

金手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間の国民年金保険料は既

に時効が到来しているため納付できない。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付には関

与しておらず、加入手続及び保険料納付を行ったとする妻は、申立期間当



                      

  

時の具体的な納付金額や詳細な納付状況についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

加えて、妻が、国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当らない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

山口厚生年金 事案 762 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、すべての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 31 年５月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 32 年３月から 34 年４月まで 

             ③ 昭和 35 年 10 月から同年 12 月まで 

私は、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会

したところ、すべての申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が

確認できない旨の回答を受けた。 

申立期間①は、昭和 31 年５月から、株式会社ＡのＢ支店でＣ製品の販

売業務に８か月間従事した。 

また、申立期間②は、有限会社ＤでＥ及びＦの修理並びに販売業務に

従事し、申立期間③は、下請けのＣ工事店（店名不詳）で新築家屋の屋

内配線工事の業務に従事していた。すべての申立期間について、厚生年

金保険が未加入と記録されているのは納得できないので、厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「株式会社ＡのＢ支店でＣ製品の販売

業務に従事しており、厚生年金保険料はＧ市の株式会社Ａ本社で控除さ

れていた。」と供述しており、閉鎖登記簿謄本によれば、同社の本店所

在地はＧ市Ｈ町＊番地＊と登記され、業種はＣ器具の販売等と記載され

ていることから判断すると、同社Ｂ支店に勤務していたことがうかがえ

る。 

しかしながら、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

から、申立期間①において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複

数の同僚は、「申立人について記憶に無い。」と供述している。 



  

また、当時の事業主は既に死亡している上、賃金台帳及び労働者名簿

等の書類は廃棄処分されているため、申立人の申立期間①における勤務

実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について確

認できる供述及び関連資料を得ることができない。 

さらに、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立

人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も見当たらない。 

２ 申立期間②に係る有限会社Ｄについて、現在の事業主は、申立期間②

当時は個人商店のため厚生年金保険に加入していなかったと供述してお

り、有限会社Ｄに係る事業所名簿によると、同社は昭和 49 年 12 月１日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間②においては厚

生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、当時の事業主は既に死亡している上、申立期間②当時の関連資

料は保管されておらず、申立人は申立期間②当時の同僚について名前を

挙げていないことから、申立人の厚生年金保険料の控除等について確認

することができない。 

  ３ 申立期間③に係るＣ工事店（店名不詳）について、申立人は事業所名に

ついての記憶が定かでなく、申し立てている住宅屋内配線業務に関連す

ると推測されるＩ株式会社Ｊ支店、Ｋ株式会社Ｌ支店、Ｍ協会及びＮ商

工会議所に該当事業所についての調査依頼を実施したが、いずれの事業

所においても具体的な事業所名について特定する供述及び関連資料を得

ることができず、申立人は申立期間③当時の同僚について名前を挙げて

いないことから、申立人の申立期間③における勤務実態、厚生年金保険

の加入状況及び厚生年金保険料の控除等を確認できない。 

  ４ このほか、すべての申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

山口厚生年金 事案 763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年６月ごろから 22 年３月 19 日まで 

私は、昭和 21 年６月ごろ、Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ支社

に勤務していたＤ氏に誘われてＡ株式会社Ｃ支社に入社し、申立期間にお

いて、Ａ株式会社が所有するＥ丸に乗り込んだ。 

昭和 21 年９月ごろから同年 10 月ごろまでの期間において会社を無断欠

勤したが、同年 11 月上旬ごろから再び出社しＥ丸に乗り込んだ。 

欠勤していた期間も健康保険被保険者証を持っていた記憶があるので、

欠勤期間に係る船員保険料は給与から控除されていたものと思っている。 

申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、船員手帳を所持していないものの、申立人に係る船員保険被保

険者台帳から、昭和 22 年３月 19 日から 25 年５月２日までの期間において

Ｅ丸に係る船員保険の被保険者であることが確認できる上、申立人が述べる

申立期間当時のＥ丸に係る業務内容等は、Ａ株式会社が所有するＥ丸に係る

船舶別の船員保険被保険者名簿から、申立期間当時において船員保険の被保

険者記録が確認できる同僚の供述とおおむね一致していることから判断する

と、期間は特定できないものの、申立人がＥ丸に乗り込んでいたことは推認

できる。 

しかし、申立人は申立期間のうち、Ａ株式会社Ｃ支社を欠勤していた期間

も健康保険被保険者証を所持していたとして船員保険の被保険者期間であっ

たと主張するところ、申立人は、「当該欠勤期間に係る給与を受けた記憶は



  

無く、また、欠勤期間中の船員保険料をＡ株式会社Ｃ支社に持参したことも

無い。」と述べていることから判断すると、欠勤していたとする昭和 21 年

９月ごろから同年 10 月ごろまでの期間において、申立人が船員保険被保険

者の資格を有していたとしていることは不自然である。 

さらに、Ａ株式会社が所有するＥ丸に係る船舶原簿からＥ丸が昭和 21 年

５月８日に船舶登録を行っていることが確認できるところ、Ａ株式会社が所

有するＥ丸に係る船舶別の船員保険被保険者名簿において、同日から申立期

間を含む期間において船員保険被保険者の資格を取得した者の中に申立人の

名前は見当たらない。 

加えて、申立人が「私をＡ株式会社Ｃ支社に誘ってくれ、一緒にＥ丸に乗

り込んだ。」とするＤ氏は既に亡くなっている上、Ａ株式会社が所有するＥ

丸に係る船舶別の船員保険被保険者名簿においてＤ氏の船員保険の被保険者

記録を確認することができない。 

また、株式会社Ｂは、「申立期間当時の船員保険の関連書類は保存され

ておらず、当時の船員保険関係の業務について分かる担当者もいない。申

立人について当社が保管しているのは、昭和 35 年２月１日に乗船、36 年４

月 20 日に下船した記録のみである。」と述べているところ、当該乗船記録

は、昭和 35 年２月１日に船員保険被保険者資格を取得し、36 年４月 20 日

に同資格を喪失したとするオンライン記録と一致していることが確認でき

る。 

さらに、前述の船員保険被保険者名簿において住所が確認できた３人の同

僚は申立人を記憶しておらず、申立人の船員保険料の控除等について確認

することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


